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32 早稲田商学第 411・412 合併号
⑻　総務省：⑴と同じ
⑼　総務省：⑴と同じ
⑽　総務省：⑴と同じ
⑾　小倉昌男：『私の履歴書』（日本経済新聞社　2005年６月）
⑿　RMの起源はハッキリとしないが，既にローマ時代からフランスには「ビアジェ（viager）」
という仕組みが存在していた。これは高齢者が若年者に家を死後譲り渡す契約をする一方で，高
齢者は生存中，毎月一定額の資金を受け取ることのできるという内容であり，長生きすればする
ほど高齢者にとっては有利になる。逆に生存期間が短ければ若年者は極めて廉価で住宅の取得が
可能になる。やや「危ない」側面も感じられるが，現在でもフランスでは法的に正当な商取引と
して認められており，不動産取引のうち約２％がこの方法で行われているという。興味深い事実
である。
⒀　東京スター銀行の資料による
⒁　中央三井信託銀行の資料による
⒂　住宅金融公庫の資料による
⒃　㈶武蔵野市福祉公社：「福祉資金貸付サービス」
⒄　社会福祉法人・東京都社会福祉協議会：「長期生活支援資金─貸付けのご案内」
⒅　日本の国会において，議会・委員会などで政府の見解を口頭で質す行為を「質疑」と呼び，文
書で質す行為を「質問」と呼んでいる。
⒆　一連の「耐震偽装工作事件」で「建築確認審査」でミスを犯した機関の中に少なくない数の地
方自治体が含まれていたことを鑑みても，地方自治体の建築・不動産に関する専門知識が著しく
不足していることは明らかである。RMを推進させるためにはこうした方面でのノウハウの蓄積
と人材の育成が欠かせない。
⒇　株式会社朝日信託HPより
21　読売新聞朝刊2005年８月22日
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